
資料１ 

諸外国（アメリカ）の公文書管理制度について 

 

                                                     野 口 貴 公 美 

平成 20 年 5 月 28 日 

 

1. 目的 

○記録管理の目的（2902）：「十分かつ効果的な記録管理を確実にするための基準

と手続とを確立すること」。 

○目標：連邦政府の政策・業務処理の完全な文書化、連邦政府の作成する記録の

量・質のコントロール、記録作成・管理・利用に関するシステムの簡略化、分別

ある記録の保存と処分、など。 

○NARA の使命（1997 年 NARA 戦略計画書）：「アメリカ国民、連邦職員、大統領、

議会、裁判所が『貴重な証拠的記録』を利用できるようにすること」。 

 

2. 定義（対象範囲） 

（１）管理ルールを適用する文書の範囲 

○記録（records）の定義（3301）：「連邦法に基づき、あるいは公的業務の遂行に

関連して、連邦機関により作成・受領されたもので、組織、権能、政策、決定、

手続、運営、その他政府の活動の証拠として、あるいはその記録の持つ情報的価

値ゆえに、当該機関あるいはその後継機関によって保存された、あるいは保存す

るにふさわしいあらゆる図書、文書、地図、写真、機械可読資料、その他資料等」。

立法府・司法府を含めた連邦政府記録。 

 

（２）移管対象とする記録の範囲 

○ 移管の対象(2107(1))：「連邦政府による継続的保存を正当化するに足りる十分

な歴史的価値その他の価値があると NARA 長官が認定した記録」。 

○ 永久保存記録の移管期限は紙文書で３０年以内（2107(2)）。 

○ 移管時、行政機関には（NARA における）利用制限を課す権限（2108(a)）。 

○民間からの寄託(2111(2)) ：「政府の組織、機能、政策、意思決定、手続、業務

の証拠として、政府による保管にふさわしいフィルム、写真、録音等の資料」。 

 

3. 記録の管理 

（１）作成 ／（２）現用記録の保存 
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○ 作成・保存義務(3101)：「各連邦機関の長は、当該機関の組織、権能、政策、

決定、手続、基本業務等が記載され、かつ、政府及び当該機関の活動によって

直接の影響を受ける人々の法的・金銭的権利を守るのに必要な情報が記載され

た記録を作成し、これを保存しなければならない」。 

○ 記録管理プログラム策定義務(3102)：「各連邦機関の長は、記録を経済的かつ

効率的に管理するために、アクティブで持続性あるプログラムを策定し、維持

しなければならない」。NARA 長官はスケジュールの審査権を有する（3303(a)）。 

   

（３）中間書庫（レコードセンター） 

○ 中間書庫の法律上の根拠(2907)：「NARA 長官は、レコードセンター・・を設置、

管理、運営する」。1999 年に有料化。 

○ 中間書庫への移送(3103)：「経費削減と事務効率化に役立つと判断されるとき

は」、行政機関の長はスケジュールに従い、NARA のレコードセンター又は NARA

が承認する施設へ記録を移管しなければならない。 

○ 中間書庫で保存される文書の管理権は行政機関（36 C.F.R.1228.126）。NARA 職

員は SF135 に基づく台帳でスケジュール管理（移管時期通知・廃棄代行など）。 

 

（４）延長、移管、廃棄 

○ 移管・廃棄はスケジュールに定める（スケジュール策定・変更には NARA 長官

の許可）。移管は NARA 長官の権限（2107）。延長権限の付与も NARA 長官が行う

（2909） 

○ スケジュールに定める手続によらない記録処分の禁止（3314）。「いかなる記録

も NARA 長官の許可なく廃棄したり移管したりしてはならない」（36 

C.F.R.1220.38(b)）。違反には罰則（後述）。 

 

（５）移管後の記録の取扱い 

○ 移管後の記録の管理責任者は NARA 長官（2108(a)）。保存や配置（2109）、利用

提供（2110）。 

○ 行政利用についての配慮（36 C.F.R.1256）：非公開の個人情報に対する移管元

職員のアクセス権の確保など。RC では 24 時間サービスを提供。 

○ 著作権法との関係（17 U.S.C.101）：連邦政府文書には著作権法の適用無し。

民間寄贈文書（の特定条件利用）については NARA は関与せずとの取扱い。 

○ 現用文書の取扱いとの整合性：NARA 保有文書については FOIA が適用。個人情
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報保護に関しては PA は適用除外（5 U.S.C.552a.）、NARA 規則で配慮。移管元へ

の問い合わせも行うが最終決定権は NARA（バランシング・テスト）。 

 

（６）IT 化に対応した文書管理 

○ 電子記録管理についての独自のスケジュール（訴訟で問題となった GRS20など）。 

○ 一元的な電子記録管理システム：ERS（Electronic Recordkeeping System）。

ERA(Electronic Records Archives, http://www.archives.gov/era/)は 2007 年

から稼働。 

 

（７）制度の適正運用を確保する仕組み 

○ レコードスケジュールの履行状況につき、NARA 長官による調査・検査権

（2904(c)(6),2906/36 C.F.R.1220.50）。 

○ 行政機関の保全措置義務（3106）、NARA 長官による保全措置要求権（2905）。 

○ 罰則(18 U.S.C.2071,36 C.F.R.1228.102)：NARA 長官の承認を得ない文書廃棄

の当事者に対して２千ドル以下の罰金か 3 年以下の禁固、あるいはその両方。 

○ 司法審査：私人の訴権を認める規定はないが、行政手続法及び判例法上、行政

訴訟の提起が認められている。 

○ 人材教育・研修：政府関係者などへの豊富な研修プログラムあり（NARA 長官に

よる記録管理研修プログラムの提供、2903(c)(3)に根拠規定）。 

  

4. 文書の利活用 

○ NARA に移管された文書については、NARA のレファレンスサービス（36 

C.F.R.2107,1254）と FOIA に基づく開示請求との双方が許容（重複型）。 

○ ARC(Archival Research Catalog)プロジェクト（資料のオンライン検索・閲覧）

など運用上様々な試み。 

 

5. NARA の組織形態 

○ NARA は連邦政府下の独立機関(2102)。1949年に共通役務庁に組み込まれたが、

1985 年に現在の独立機関(NARA)となる。 

○ 記録管理の相談相手として：NARA 長官は、連邦政府の政策・業務処理の十分か

つ適切な文書化、記録の適切な処分を確実に行うため、連邦機関に対しガイダ

ンスや援助を提供する（2904(a)）。Targeted Assistance という専門スタッフに

よるアシスタントプログラムなど。 
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＜資料１ イギリス・ドイツ・アメリカの公文書管理制度の沿革など＞ 

（出典：高橋滋・総合研究開発機構編『政策提言公文書管理の法整備に向けて』） 

 イギリス ドイツ アメリカ 

経緯・根拠

法など 

・中世司法記録を中

心とする公記録館

が行政記録にも拡

大 

・1958 年公記録法 

・2000 年情報自由法

・2002 年行為規範

（記録の管理に関

する大法官の行為

規範） 

・行政規則による内

部規律による文書

管理 

・1977 年旧連邦デー

タ保護法、1983 年国

勢調査判決 

・1988 年連邦公文書

館法 

・公文書保存の重要

性、保管場所の確保 

、記録散逸の防止 

・1939（1943）年記

録処分法 

・1950 年連邦記録法 

概要・特徴

など 

・1958 年法により大

法官に公文書管理

に関する権限が一

元化。 

・2000 年情報自由法

により「行為規範」

が制定されている

が罰則は無し。 

・公記録館長、公記

録諮問委員会の存

在（p144）。 

・公文書管理につい

ては伝統的に（現在

も）行政内部の規律

に基づく（中間書庫

についても法的な

位置付け無し）。 

・現用文書管理は行

政機関、移管後の公

文書管理は公文書

館が行う。 

・行政と公文書館と

の間に十分な信頼

関係（p179）。 

・公文書管理につい

て NARA 長官が一元

的権限を有する（オ

ムニバス方式）。 

・NARA は大統領府に

属する独立機関と

して設置（p141）さ

れ、NARA の組織・権

能について定める

詳細かつ膨大な規

則（NARA 規則）が存

在する。 
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情報公開

制度との

関わり 

・2000 年情報自由法

において「歴史的記

録」という概念が導

入。公文書の利用提

供にあたって情報

公開制度の枠組み

に準拠（p158）。 

・2006 年連邦情報自

由法 1 条 3 項によ

り、連邦公文書館が

保有する文書につ

いては連邦公文書

館法を適用（p178、

反対説あり）。 

・1966 年情報自由法 

には記録管理に関

する直接の規定は

存在しないが、NARA

の保有する文書に

ついては FOIA が適

用される（p139）。 
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＜資料２ アメリカ連邦法の概要＞ 

（１）根拠法（合衆国法典第４４編「印刷及び文書」） 

○ 44 U.S.C.21(National Archives and Records Administration):1984 年 

・NARA の設置の根拠を定め、NARA における記録の管理について定める（NARA 法）。 

・NARA への資料の受け入れ・保存権限（2107(1)）、記録の利用提供（2110）、寄託資

料の受け入れ（2111）など。 

 

○ 44 U.S.C.29(Records Management by the Archivist of the United States and by 

the Administrator of General Services):1950 年 

・記録管理における NARA 長官、GSA 長官の権限について定める。 

・記録管理の目的（2902）、NARA 長官による記録の選択的保管の基準・保安対策基準

の設定（2905）、NARA 長官による記録移管に関する規則の制定（2908）など。 

 

○ 44 U.S.C.31(Records Management by Federal Agencies)：1950 年 

・記録管理における連邦機関の一般的な責務等について定める(連邦記録法) 

・記録の作成・保存義務（3101）、記録の中間書庫への移送（3103）、記録の違法な廃

棄への保全措置（3106）など。 

 

○ 44 U.S.C.33(Disposal of Records)：1943 年 

・記録の処分とその手続について定める（記録処分法）。 

・記録の定義（3301）、処分手続（3303）、本法の手続に基づかない政府記録の処分の

禁止（3314）など。 

 

（２）関連法（FOIA と Privacy Act）との関わり 

○ レコードセンターの記録の所有者は行政機関。FOIA も PA も適用される。 

○ NARA へ移管された記録についても、FOIA が適用される。 

○ NARA へ移管された記録については、PA の適用はない（552.a(1)）。NARA における

利用提供に際してのプライバシー配慮については NARA 規則（36 C.F.R.1228 et 

seq.）で対応。 
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＜別表３ アメリカにおける記録の処分手続＞ 

 

○記録の処分計画（record schedule,44 U.S.C.3101） 

 

              法の対象となる記録を選別し、目録を策定 

              ↓ 

       記録の評価・スケジュールの検討 

              ↓ 

   事務管理記録               事業関連記録 

 (housekeeping records)           (program records)  

     ↓3303.a(d)                ↓3303.a(a) 

 GRS に基づいて案を作成          SF115 の作成・NARA への提出 

              ↓ 

   GRS と SF115 を統合した形での処分計画案の作成（行政機関） 

     組織内で文書処分を監督する部署からの内部承認 

                           ↓ 

                      NARA による FR への公告 

                        ↓意見書の提出 

                         （告知・コメント手続） 

                        ↓NARA の承認 

               ↓ 

   処分計画書の作成、訓令の形で組織内の各部署へ正式発令 

               ↓ 

   処分（レコードセンターへの記録の移送、NARA への移管、廃棄） 

   

○ 処分のバリエーション 

 ①行政機関→廃棄 

  ②行政機関→レコードセンター→廃棄 

  ③行政機関→NARA 

  ④行政機関→レコードセンター→NARA 

  ＊NARA に移管される資料は全記録の２〜５％ 
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